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日本比較文化学会中部支部 第 16 回支部大会 プログラム 

 

日時：2026（令和 8）年 9 月 27 日（日）10:00～18:00（予定） 

会場：椙山女学園大学 星が丘キャンパス（愛知県名古屋市千種区星が丘 17-3） 

会場世話人：樋口謙一郎（日本比較文化学会中部支部長） 

＊オンライン発表者の方には 9 月 26 日（土）までに Zoom リンクをお送りします。オンラインでの聴

講をご希望の方は同日 16 時までに、世話人までメール（higuchi@sugiyama-u.ac.jp）でお申込みくだ

さい。（当日のお申込みの場合、即時に対応できない場合がありますのでご了承ください。）  

 

プログラム  

9:50 開場 

10:00-10:1 開会の挨拶（中部支部長 樋口謙一郎） 

10:10-11:10 基調講演 （司会 樋口謙一郎） 

中島藍（至学館大学・愛知教育大学）「文化間比較を超えて―外国語学習者の経験から考える

文化内多様性と個人差―」 

11:15-12:15 自由研究発表 （司会 樋口謙一郎） 

・呂政慧（名古屋大学）「中国・日本・西洋をめぐるアコーディオン音楽のトランスナショナル

な流通―葉中泠編『手風琴教科書』を事例として―」 

・二村洋輔（名城大学）「宮古語の現在と過去、その光と影についての予備的考察」 

 （終了後、昼食休憩） 

14:00-17:45 自由研究発表 （司会 二村洋輔） 

・杉本貴代（愛知大学短期大学部）「異文化体験の質と発達的効果－非認知能力を中心とした検

討－」 

・松家鮎美（岐阜薬科大学）「短期海外研修に向けた事前学習の設計―異文化理解の観点から―」 

・白鳥絢也（常葉大学）「わが国の教育課程の変遷を見つめる（3）－特に「平成」（後半）の学

習指導要領に注目して－」 

 （休憩 15 分） 

・澤田敬人（静岡県立大学）「政治家顕彰と記憶の制度化―豪州連邦首相ゴフ・ウィットラムの

文化資本と展示をめぐるミュージアム・ポリティクス―」 

・長谷川千春（至学館大学）「文化伝達と再編：新渡戸稲造『武士道』の成立背景に見る過去の

再構成」 

・水町いおり（中京大学）「『ボヴァリー夫人』再読 ―三人の「ボヴァリー夫人」とシャルルの

物語―」 

・樋口謙一郎（椙山女学園大学）「アイルランド国立公文書館所蔵 John Godfrey Dicker 書簡

（1968）について」 

17:45 支部総会  （終了後、閉会）  
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基調講演抄録 

文化間比較を超えて―外国語学習者の経験から考える文化内多様性と個人差― 

中島藍（至学館大学・愛知教育大学） 

 

本講演では、外国語学習不安、社交不安障害、Highly Sensitive Person（HSP）などに関

するこれまでの研究を手がかりに、同じ文化的背景をもつ人々の間にも存在する多様な経

験に目を向ける。そして、「文化の違い」だけでは捉えきれない「文化の内側の多様性」を

どのように捉えることができるのか、文化と個人差の関係を問い直す。 

外国語学習不安に関する研究では、学習者が経験する不安とその要因について心理学的

に検討するとともに、不安の軽減や学習を支える教育的支援についても研究が蓄積されて

きた。これらの研究は、外国語教育における学習者理解や授業実践の改善に重要な知見をも

たらしている。一方で、学習者が経験する不安を、個人の特性だけでなく、その人が置かれ

ている文化的・社会的文脈との関係から捉えることも必要ではないだろうか。  

大学の英語教育では、異なる学習経験や専門分野、将来の進路、他者との関係性、さらに

は個人的特性をもつ学習者が、同じ学習空間を共有している。そこで生じる外国語学習への

不安は、個人の特性だけによって説明できるものなのだろうか。あるいは、その人がこれま

でに経験してきたことや、周囲との関係、置かれている社会的・文化的環境との関わりのな

かで捉える必要があるのだろうか。 

この問いは、外国語教育における学習者理解にとどまるものではない。同じ文化的背景を

もつ人々の間に存在する多様性をどのように捉えるかという問題は、文化そのものをどの

ように捉えるかという問題にも繋がっている。文化を「ある集団に共有された価値観や特徴」

として捉えることは、文化を理解する方法の一つである。しかし、文化が個人に影響を与え

るとしても、その影響がみな平等に現れるとは限らない。むしろ、同じ文化的・社会的環境

の中に置かれた人々が、それぞれの経験や個人差を通して文化をどのように受け止め、意味

づけるのかに目を向けることで、文化の別の側面が見えてくる可能性がある。 

本講演では、外国語学習者の具体的な経験を手がかりに、文化を「集団に共有された特徴」

や「文化間の差異」として捉えるのではなく、外国語学習という身近な現象から出発しなが

ら、文化と個人差はいかなる関係にあるのか、そして比較文化研究において「文化」をどの

ように捉えることができるのかという、より広い問いへと議論を開いていきたい。 
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自由研究発表抄録 

中国・日本・西洋をめぐるアコーディオン音楽のトランスナショナルな流通 

――葉中泠編『手風琴教科書』を事例として―― 

呂政慧（名古屋大学） 

 

本発表は、葉中泠が編纂し、商務印書館から刊行された『手風琴教科書』（1906 年初版、

1913 年第 9 版）を対象に、その教材構成と収録曲を同時期の明治日本のアコーディオン独

習書・楽譜集と比較し、中国・日本・西洋をめぐるアコーディオン音楽のトランスナショナ

ルな流通と受容について考察するものである。 

アコーディオンは、中国の「笙」にみられる自由簧の原理を背景に西洋で成立し、1829 年

にデミアンによって考案されたのち、幕末に日本へ伝来し、明治期に「手風琴」として普及

したという、成立と伝播の過程自体に文化越境の歴史をもつ楽器である。明治 20～30 年代

の日本では、アコーディオンの普及に伴って多数の独習書・楽譜集が刊行され、西洋曲のみ

ならず、唱歌、軍歌、日本俗曲、さらには明清楽などもアコーディオン用に編曲・記譜され

た。先行研究では、明治期における手風琴の流行や独習書の出版、日本伝統音楽との関係な

どが論じられてきた。一方、こうした日本のアコーディオン教材が中国へどのように伝わり、

その収録曲や音楽知識が中国側でいかに受容・再編成されたのかについては、十分に検討さ

れていない。 

中国国家図書館所蔵の葉氏編『手風琴教科書』（第 9 版）は、アコーディオンの構造、選

択法、演奏法、練習法、音階、簡譜などを解説した入門教材であると同時に、各国の国歌、

日本の軍歌・行進曲、東西の舞曲、日本俗曲、複音曲、合奏曲など、多様な楽曲を収録して

いる。とりわけ、「征露軍歌」「日本陸軍歌」「抜刀隊」などの日本軍歌・俗曲と、「TOMMY 

DODD」「DANISH DANCE」「POLKA」などの西洋曲が同一の教材に収録されている点が

注目すべきである。 

そこで本発表では、『手風琴教科書』の教材構成および収録曲を明治期日本のアコーディ

オン教材と照合し、その編纂にみられる日本のアコーディオン教材の影響について考察す

る。とりわけ収録曲については、日本曲のみならず、西洋曲についても日本を経由して中国

へ伝播した可能性を検討する。さらに、中国の明清楽「九連環」に由来する「かんかんのう」

が、日本で俗謡として定着し、西洋由来の楽器・記譜法と接合したのち、『手風琴教科書』

を通して中国へ還流した事例にも注目する。この事例は、音楽の移動が「西洋―日本―中国」

という一方向的な伝播のみでは説明できないことを示している。以上の分析を通して、葉中

泠編『手風琴教科書』にみられる音楽のトランスナショナルな流通・受容・還流の諸相を明

らかにし、近代東アジアの音楽交流を一方向的な「影響」としてではなく、複数の文化圏を

循環しながら変容する過程として捉え直したい。 

  



 

4 

 

自由研究発表抄録 

宮古語の現在と過去、その光と影についての予備的考察 

二村洋輔（名城大学） 

 

琉球諸語は、日本の鹿児島よりさらに南部、琉球諸島などで話されてきた、独自の文法体

系、語彙、文化を持つ言語群のことを指している。より厳密に言えば、地域区分としては奄

美諸島から与那国島までおよそ１２６０キロメートルに及ぶ広大な海域において話されて

いる奄美語、国頭語、沖縄語、宮古語、八重山語、与那国語の６言語を総称したもの 

である（新垣 １４－８）。 

研究者によって上記言語を「方言」と表現している例も多く見受けられるが（たとえば、

かりまた ２０１３）、そのような研究においても各言語を、日本語からの「派生」としてみ

るというのではなく、その独自性を十分に認識した上で、一つのことばとして扱っている。

したがって、本研究においても、先行研究の例に漏れず、上記言語を独自性を持つ言語とし

て扱う。 

今回焦点を当てるのは、琉球諸語の中でも比較的研究が進んでいる宮古語である。宮古語

は沖縄島から南西におよそ３００キロ離れた宮古群島（宮古島・池間島・大神島・来間島・

伊良部島・下地島・多良間島・水納島）において話されていることばであり、他の琉球諸語

と同じく、危機言語であるとされている（青井 ２０１３）。 

先行研究においてこれまで焦点が当たってきたのは、その文法・語彙的記述や、宮古語の

各地域におけるバリエーションの記述・記録であり、現在の言語使用についての共時的記述、

特に（宮古語を日常生活においてほとんど用いないと言われている）若年層についての共時

的記述は十分であるとは言えない。 

本発表においては、上記テーマの研究を行う上で行った予備調査において得られたもの

についての考察を行う。調査は２０２６年９月１４日から２０２６年９月１５日において、

宮古島本島および伊良部島、池間島において行われた。宮古本島および伊良部島においては、

初等・中等教育機関においては、主に観察者として学校の日常に参加し、適宜教師や生徒に

インタビューを行った。また、池間島においては、ハンセン病資料館において資料調査を行

うとともに、同館のボランティアの語り部に対して差別に対するインタビューを行った。調

査期間が短かったこともあり、明瞭にならなかったことも多いが、今後の研究に向けて示唆

を得たことも多かったため、その点についても発表において触れたい。 

 

＜参考文献＞ 

青井隼人「『宮古語』概説」沖縄大学地域研究所編『琉球諸語の復興』芙蓉書房．pp. 87-85 

新垣友子（２０１３）「琉球における言語研究と課題」沖縄大学地域研究所編『琉球諸語の復興』芙蓉書房．

pp. 13-29 

かりまたしげひさ（２０１３）「琉球方言とその記録、再生の試み：学校教育における宮古方言教育の可能

性」田窪行則編『琉球列島の言語と文化：その記録と継承』くろしお出版．pp. 21-44 
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自由研究発表抄録 

異文化体験の質と発達的効果 

－非認知能力を中心とした検討－ 

杉本貴代（愛知大学短期大学部） 

 

世界的に海外留学の短期化と留学プログラムの多様化が進む中、質の高い留学プログラ

ムの構築は受け入れ先ホスト校にとっての喫緊の課題となっている。ホスト校はより魅力

的な留学プログラムの提案とその効果検証に注力している。海外留学をカリキュラムに組

み込む日本の多くの大学は、帰国後のフォローアップ教育に注力し、留学効果の維持と最

大化を図っているケースも多い（Christopher, 2026）。一方、海外留学の効果は一様ではな

く、国や文化によって異なることが分かってきた。たとえば、英語圏 3 か国の短期留学に

関する事前事後の質問紙調査を用いた研究から、短期留学体験が帰国後の学習者の学習動

機づけ等に留学国ごとに独自の影響を及ぼすことが指摘されている（Sugimoto, in 

preparation）。具体的には、同じ英語文化圏であっても、留学国により異なる影響がある

可能性が示唆されている。しかしながら、留学先や期間を統制したうえでの個々の学習者

における行動変容や心理面における発達的意義については検討されていない。 

 そこで本研究では、留学先国と期間と性別を統制したうえで、留学における異文化体験

の質が帰国後の学習者の行動変容や進路選択に及ぼす影響について検討することとした。

具体的には、愛知県内の大学における過去 10 年にわたる、英語圏への短期留学プログラ

ムの参加者への聴き取りと質問紙調査を実施した。効果検証は、留学前、留学中、帰国直

後、帰国 1 年以降という時期に調査を実施して多面的な短期縦断データを収集した。留学

経験者の行動変容を追跡して質的に分析し、短期海外留学の短中期的効果を検討した。帰

国後にどのような行動や考えかたの変化が現れたかを「留学の経験の効果」とみなして短

期・中期的に分析したところ、「学習面」「情緒面」「社会性」という大きく３つの側面で

顕著な変化が確認された。短期的には 8 割以上の留学経験者において「学習面」「情緒

面」における行動変容が顕著であった。さらに帰国後に「社会性」に大きな変化がみられ

たケースでは、その中期的影響として、国際的な活動への従事や、国際的な進路選択につ

ながる事例もみられた。聴き取り調査から得られた留学中の異文化体験の質をふまえつ

つ、留学後にみられた学習面と情緒面と社会性における変容について、非認知能力が介在

する青年期の発達変化としてとらえ、異文化体験の質と発達的意義について議論したい。  
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自由研究発表抄録 

短期海外研修に向けた事前学習の設計 

―異文化理解の観点から― 

松家鮎美（岐阜薬科大学） 

 

 短期海外研修において、現地で得られる経験を異文化理解につなげるためには、渡航前

の学習と現地での経験を関連づけることが重要である。特に短期間の研修では、限られた

滞在期間の中で、学生が現地で見聞きしたことを理解し、異なる考えを持つ相手と対話す

るための準備が求められる。本発表では、米国で実施した 1 週間の短期海外研修を対象と

して、現地の制度への理解を重視した事前学習と、現地で学生の対話や気づきを促すため

に行った支援について報告する。 

 本研究では、渡航前に、現地の教育制度や社会制度について、現地で見聞きする内容を

理解するための基礎的な知識を扱った。現地で初めて情報に接するのではなく、あらかじ

め基本的な制度や日本との違いを知ることで、研修中の授業や交流の内容を理解しやすく

することを意図した。 

 現地では、授業や研究交流に先立ち、当該授業や交流で扱われる内容に加え、各テーマ

が取り上げられる背景や、課題となっている理由を説明し、学生が内容を理解した上で質

問や対話に参加できるよう支援した。その結果、研究内容について説明を受けた際には、

1 人当たり平均 2.4 件の口頭による質問があった。また、少人数のグループディスカッシ

ョン形式で行われる授業では、学生全員をそれぞれ異なるグループに配置し、現地学生と

直接やり取りする機会を設けた。授業中には現地学生との発話がみられ、授業内容につい

て意見を交わすだけでなく、授業の合間には、日本の文化やスポーツ、互いの学校生活な

どについても対話が広がった。 

 研修前後には、異なる価値観への理解と対話、慣れない環境での主体的行動、将来の職

業に対する意識、英語によるコミュニケーションについて、同一項目による質問紙調査を

実施した。その結果、相手との違いを踏まえて理解しようとすることや、自ら働きかけな

がらコミュニケーションを図ることの重要性が示された。また、自由記述では、異なる価

値観を理解するために質問や傾聴を重ねること、相手に応じて伝え方を工夫することが挙

げられた。 

以上の実践をもとに、本発表では、短期間の海外研修において、事前に得た知識を現地

での経験や対話につなげ、異なる価値観や考え方への理解を深めるための事前学習および

現地支援のあり方について、異文化理解の観点から考察する。 
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自由研究発表抄録 

わが国の教育課程の変遷を見つめる（3） 

－特に「平成」（後半）の学習指導要領に注目して－ 

白鳥絢也（常葉大学） 

 

本発表は、「わが国の教育課程の変遷を見つめる－特に「昭和」の学習指導要領に注目

して－」（2024 年 5 月 18 日，於・椙山女学園大学）及び「わが国の教育課程の変遷を見

つめる(2)－特に「平成」（前半）の学習指導要領に注目して－」（2025 年 5 月 17 日，於・

香川大学）の続編に当たるものであり、特に「平成」（後半）の学習指導要領に注目す

る。その際、わが国の教育課程変遷の大きな流れ（「経験的」な学習重視と「系統的」な

学習重視の往来）を抑え、学習指導要領の求めるものを改めて捉え直していきたい。 

2008（平成 20）年の学習指導要領は、「教育基本法改正等で明確となった教育の理念＝

「生きる力」の育成」を掲げ、「生きる力」を支える「確かな学力」、「豊かな心」、「健や

かな体」の調和を重視した。このときの改訂の柱として、①「生きる力」の理念を継承、

②基礎的・基本的な知識・技能を確実に習得及び思考力・判断力・表現力の育成、③豊か

な心や健やかな体を育成の三点が挙げられる。また、改訂のポイントとして、①言語活動

の充実、②理数教育の充実、③伝統や文化に関する教育の充実、④道徳教育の充実の四点

が挙げられた。 

2017（平成 29）年の学習指導要領は、「前文」が掲げられ、「社会に開かれた教育課

程」を重視した。このときの改訂の柱として、①社会に開かれた教育課程、②学びの地

図、③主体的・対話的で深い学び、④カリキュラム・マネジメントの四点が挙げられる。

また、改訂の基本的な考え方については、①教育基本法、学校教育法などを踏まえ、これ

までの我が国の学校教育の実践や蓄積を活かし、子供たちが未来社会を切り拓くための資

質・能力を一層確実に育成。その際、子供たちに求められる資質・能力とは何かを社会と

共有し、連携する「社会に開かれた教育課程」を重視、②知識及び技能の習得と思考力、

判断力、表現力等の育成のバランスを重視する現行学習指導要領の枠組みや教育内容を維

持した上で、知識の理解の質をさらに高め、確かな学力を育成、③先行する特別教科化な

ど道徳教育の充実や体験活動の重視、体育・健康に関する指導の充実により、豊かな心や

健やかな体を育成の三点にまとめられる。 
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自由研究発表抄録 

政治家顕彰と記憶の制度化 

―豪州連邦首相ゴフ・ウィットラムの文化資本と展示をめぐるミュージアム・ポリティクス― 

澤田敬人（静岡県立大学） 

 

本報告は、豪州連邦首相ゴフ・ウィットラムの顕彰展示を事例に、大学とトラストが主

導する政治家顕彰の「ミュージアム・ポリティクス（博物館の政治学）」を分析する。 

トニー・ベネットの「展示のコンプレックス」論や、シャロン・マクドナルドらの「展

示の政治学」など、博物館の政治性をめぐる先行研究は多い。しかし、特定の政治家を顕

彰する博物館の研究は未開拓である。二大政党制の豪州において政治家を顕彰するには、

党派性を超越した制度化が必要となる。ウェスタンシドニー大学に編入された「ウィット

ラム・トラスト」は、退任後のキャリアをも重視し、シドニー市役所の執務室再現や

UNESCO での活躍を優先的に展示することで、超党派的な表象を試みている。 

一方で、豪州憲政史上最大の論争であり、国民の記憶に深く刻まれている「カー総督に

よるウィットラム首相罷免事件」は、常設展示からほぼ排除されている。総督と英女王間

の書簡公開時期の前倒しをめぐる動向もホームページ上での言及にとどまり、博物館展示

の本質とはみなされていない。 

さらに、社会貢献事業である私邸の開放では、書棚の社会評論や社会主義理論書、ユー

トピア社会主義小説批評を通じ、ウィットラムの「蔵書」を文化資本として可視化してい

る。これにより、理論と現実主義の重要性を伝える空間が構築されている。 

博物館機能を持つ研究所を「知識の拠点」である大学へ編入した背景には、大学組織と

してのコンプライアンスや大学の戦略プランを遵守しつつ、研究者によるシリーズ化され

た政治研究を蓄積させ、シンクタンクとして機能させる狙いがある。総じて本報告では、

憲政上の最上位問題である生々しい政治的記憶を脱政治化し、二大政党制にすら与するこ

となく文化資本へと昇華させる「記憶の制度化」の実態を明らかにする。  
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自由研究発表抄録 

文化伝達と再編：新渡戸稲造『武士道』の成立背景に見る過去の再構成 

長谷川千春（至学館大学） 

 

新渡戸稲造『武士道』（Bushido: The Soul of Japan、1900 年出版）の成立・出版に至る時

代背景、新渡戸自身の経験、思想形成をたどり、旧盛岡藩士の家に生まれた新渡戸が、幼少

期に接した武家文化の記憶をいかに後年の日本文化の対外的説明へと結びつけたのかを考

察する。特に、明治期の社会変動、西洋思想との接触、国際的な文化交流の進展のなかで、

日本の過去が異文化に説明可能な形へと再構成されていく過程に注目する。 

新渡戸に関する研究は、人物形成、国際意識、教育、宗教、自己修養など多岐にわたり、

『新渡戸稲造全集』（教文館、1969-2001 年）をはじめとして、豊富な研究蓄積がある。 ま

た、『武士道』の成立や出版についても、複数の先行研究が存在する。たとえば照井悦幸は、

1900 年の初版と 1905 年の第 10 版を比較し、両版の加筆・改訂から『武士道』における新

渡戸の文化伝達のあり方を検討した（「文化運搬者としての新渡戸稲造」2004 年）。 また草

原克豪は、新渡戸の生涯と思想をたどりながら、『武士道』の執筆に至った背景を論じた（『新

渡戸稲造はなぜ『武士道』を書いたのか』2017 年）。 さらに上品和馬は、『武士道』におけ

る引用を分析し、その対外的な文化伝達の性格を論じている（「新渡戸稲造の『広報外交』」

2025 年）。 

こうした先行研究を踏まえ、本発表では、新渡戸が幼少期に経験した袴着や帯刀にまつわ

る武家文化への記憶、盛岡藩の降伏や廃刀令をめぐる環境、家族関係を含む生育環境、さら

に 9 歳で叔父太田時敏の養子となり上京した後の教育、西洋への関心などをたどる。新渡戸

は明治維新後に武士として生きた人物ではないが、旧盛岡藩士の家に生まれ、近世的な武家

文化の記憶と近代的な国際環境との双方に接した人物であった。 こうした経験と思想形成

を、後年の国際的な文化交流・自己表象との関係から捉えることで、『武士道』が成立する

に至った歴史的・文化的条件を考察する。 

以上の検討を通じて、本発表は、文化伝達を既存の文化をそのまま別の文化圏へ移す行為

としてではなく、異文化に説明する過程において過去の文化的記憶や意味づけが再構成さ

れる過程として捉えることを試みる。新渡戸の『武士道』成立の背景を検討することで、過

去の文化が後世の社会的・国際的文脈のなかで再解釈され、新たな文化的意味を獲得してい

く過程を明らかにする。 
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自由研究発表抄録 

『ボヴァリー夫人』再読 

――三人の「ボヴァリー夫人」とシャルルの物語―― 

水町いおり（中京大学） 

 

ギュスターヴ・フロベール（Gustave Flaubert, 1821–1880）の『ボヴァリー夫人』

（Madame Bovary, 1857）は、主人公エンマ・ボヴァリーの婚姻外の恋愛、過剰な物欲、

そして自己の欲望を充足させようとする妄執を描写した小説である。19 世紀フランス小説

におけるリアリズムの到達点として、また近代小説の語り（叙述技法）の転換点として広

く論じられてきた。 

今回の発表で着目するのは、作品の表題である Madame Bovary（ボヴァリー夫人）その

ものが有する構造的な複数性である。作中には、「ボヴァリー夫人」と呼ばれる女性が三

人存在すること（シャルルの母、最初の妻エロイーズ、そしてエンマ）を指摘し、「三人

のボヴァリー夫人」とシャルルとの関係を時間的・構造的に連続して精読したとき、シャ

ルルの主体の形成と変容において、何が浮き彫りになるかを考察する。 

発表では、「三人のボヴァリー夫人」との関係性の遷移を、シャルルの「選択と幸福の

転換過程」として捉え、エンマの幻想と破滅を描くストーリーの傍らで脈打ち、陰画のよ

うに並走するシャルルの物語、すなわち自ら選んだ関係に自己の存在を全託しようとした

「シャルルのもう一つの破滅の物語」を可視化していきたい。 
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自由研究発表抄録 

アイルランド国立公文書館所蔵 John Godfrey Dicker 書簡（1968）について 

樋口謙一郎（椙山女学園大学） 

 

本報告は、アイルランド国立公文書館（National Archives of Ireland, NAI）所蔵の John 

Godfrey Dicker による首相宛書簡（1968 年）を検討する。 

Dicker の書簡提出の直接契機は、長年生活拠点としてきた Bray の Richmond Hill からの

立ち退き問題であった。Bray Urban District Council（UDC）の議事録によれば、Richmond 

Hill Housing Scheme に伴う土地取得に際し、1965 年 9 月、Dicker には約 5 パーチの土地

について 57 ポンド、立ち退き補償 78 ポンド、計 135 ポンドの仲裁裁定がなされた。しか

し 1967 年 5 月にも Dicker は現地にとどまり、500 ポンドを条件に退去する意向を示して

いた。Dicker 自身によれば、この「2 年間にわたる紛争」において、Richmond Hill に代わ

る土地を要求したものの認められず、1967 年 10 月に排除されたという。 

しかし、Dicker の書簡は、個人的な土地紛争の説明にとどまらない。彼は自らを Tober 

people の一員として位置づけ、その歴史、生活形態、Roma との関係、Irish Tinkers との差

異について長大な説明を行う。Dicker によれば、Irish Tinkers にとって tober は “road” を

意味するのに対し、自らの集団にとって tober とは “home base ground, or business/home 

base ground” である。すなわち、Dicker にとって Richmond Hill は単なる一時的なキャン

プ地ではなく、居住と生業を支える恒常的な拠点として意味づけられていた。Dicker 自身

も、こうした説明は “to put our case on a solid footing”（自らの主張に確かな根拠を与える

ために）必要であると明記している。 

この一連の書簡は、NAI において首相府の “Vagrants, Campers, Gypsies / Control of 

Movements & Education of Children / Commission on Itinerancy 1960” と題されたファイ

ルに収められている。Commission on Itinerancy は 1960 年に設置され、1963 年に、その後

の移動民政策に大きな影響をもたらした Report of the Commission on Itinerancy を提出し

た委員会である。Dicker の紛争を Commission の政策的帰結と断定すべきではないものの、

首相府に提出された Dicker の訴えが、文書管理上、既存の itinerancy をめぐる行政案件と

関連づけて取り扱われたことを無視すべきではなかろう。 

本報告では以上の史料から、当時のアイルランドにおける移動生活者をめぐる行政カテ

ゴリーの問題、アイルランドの移動民の多義性を検討する。特に政府側がいかなる人々を 

itinerancy の問題として把握していたのかを明らかにするとともに、その行政的把握との関

連において、なぜ Dicker が Tober people という自己カテゴリーを提示し、その意味を詳

細に説明したのかを考察したい。 


